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三笠市人事行政の運営等の状況
　三笠市人事行政の運営等状況公表条例に基づき、市職員の
採用・退職、職員数、給与などの状況についてお知らせします。

【問合先】総務課職員係☎②3184

1 職員の採用と退職 （平成26年4月1日現在）

区分
採用者数（人） 退職者数（人） 現在の

職員数新規 再任用 定年退職 自己都合等退職
一般職 9 0 3 2 147
消防職 0 0 0 0 32
教育職 4 0 0 2 13
医療職 7 3 4 12 116
計 20 3 7 16 308

2 職員数

（1）部門別（各年4月1日現在）
区分

部門
職員数（人）

前年比較
26年度 25年度

一
般
行
政
部
門

議 会 3 3 0
総 務 37 36 1
税 務 7 7 0
民 生 20 21 △1
衛 生 6 7 △1
労 働 1 1 0
農 林 水 産 6 6 0
商 工 9 4 5
土 木 13 13 0
小 計 102 98 4

特別
行政
部門

教 育 31 29 2
消 防 32 32 0
小 計 63 61 2

公
営
企
業
等
会
計
部
門

病 院
124 130 △6
（116） （122） （△6 ）

水 道 4 4 0
下 水 道 3 3 0
国民健康保険 5 5 0
介 護 保 険 7 7 0

小 計
143 149 △6
（116） （122） （△6 ）

合　　計
308 308 0
（116） （122） （△6 ）

（2）職階別 ［教育・医療職を除く］ （平成26年4月1日現在）

（3）空知旧産炭地各市との比較

区分
人口千人に
対する職員数

区分
人口千人に
対する職員数

三笠市 20.0人 Ｂ市 16.3人
Ａ市 14.5人 Ｃ市 26.6人

（4）職員数の削減の取り組み
　職員数は行財政改革の取り組みの一つとして、人件
費抑制のため「定員適正化計画」を策定し職員数の削減
に取り組んでいます。

①定員適正化計画の目標
　定員適正化計画の対象は、医療職および教育職を除
く全職員で、前回の計画（平成12年度から21年度まで）
で88人の削減を行いましたが、平成22年度からの計画
に基づき退職者の不補充により、平成26年度までの5
年間でさらに3人の削減を計画しています。

②定員適正化計画の内容 （医療職および教育職を除く）

区分
実績（人）

減員 増員 増減 職員数
22年度（計画年） 12 8 △ 4 178
23年度（２年目） 9 7 △ 2 176
24年度（３年目） 15 14 △ 1 175
25年度（４年目） 13 13 0 175
26年度（５年目） 5 9 4 179

計 54 51 △ 3 －

3 人件費

　人件費には職員の給与のほか、退職手当組合負担金、
共済費（民間の社会保険料に相当するもの）、市長や議
員などの特別職の給料、報酬も含んでいます。

（1）平成25年度普通会計の決算

区分
歳出額Ａ
（千円）

人件費Ｂ
（千円）

人件費の割合
25年度（Ｂ/Ａ）

三笠市 9,910,319 1,256,727 12.7%

（2）歳出総額に占める人件費割合の空知旧産炭地各市
との比較（25年度）
区分 人件費の割合 区分 人件費の割合
三笠市 12.7% Ｂ市 20.5%
Ａ市 15.9% Ｃ市 19.7%

54人［30%］54人［30%］

主任主任

54545454人人人人［3［3［3［3［3［3［3［3［3［3［30%0%0%0%0%］］］］

主任主任主任主任
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4 職員給与費

　職員に支給される給与は、その職務と責任に応じた
給料と生活の状況に応じた扶養手当、住居手当などの
諸手当から構成されています。これらの給与は、国や他
の地方公共団体、その他の事情を考慮して条例で定め
られ、その予算・決算は議会で審議されています。

平成26年度の普通会計当初予算職員の給与費
（退職手当組合負担金を除く）

職員数Ａ 169人

給与費

給料 613,245千円

職員手当 115,985千円

期末・勤勉手当 206,853千円

計Ｂ 936,083千円

一人当たりの給与費（給料＋諸手当）
Ｂ/Ａ

5,539千円 
※1

5 初任給、平均給料月額、ラスパイレス指数

（1）一般行政職の初任給

学校卒業後、直ちに採用となった場合の初任給

大学卒 短大卒 高校卒

172,200円 152,800円 140,100円

（2）一般行政職の平均給料月額および平均年齢

平均給料月額 平均年齢

312,800円 41.3歳

（3）ラスパイレス指数

区分
25年度 24年度

指数 参考値 指数 参考値

三笠市 106.9 98.7 102.9 95.1

全国市平均 106.6 98.5 106.9 98.8

全道市平均 104.2 96.3 103.3 95.5

6 職員手当 （平成26年10月1日現在）

（1）期末・勤勉手当
　民間の賞与に相当する期末勤勉手当は、年2回に分
けて支給しています。

支給期 期末手当 勤勉手当 計 平均支給額

6月期 1.225月 0.675月 1.900月 643,720円

12月期 1.375月 0.675月 2.050月 694,540円

計 2.600月 1.350月 3.950月 1,338,260円

（2）退職手当
　退職手当は、退職時の給料月額に退職理由と勤続年
数に応じて、国家公務員と同じ支給月数で北海道市町
村職員退職手当組合から支給されます。市から退職手
当を支給しない代わりに、この退職手当組合に対し、職
員の給料月額に応じた負担金を支出しています。

勤続
年数

自己都合退職 定年退職
支給月数 退職手当額 （円）支給月数 退職手当額 （円）

20年 21.62 7,577,810 27.025 9,472,262
25年 30.82 11,273,956 36.570 13,377,306
35年 43.70 17,182,840 52.440 20,619,408

（3）特殊勤務手当
　特殊勤務手当は、危険な業務や通常業務以外の業務
など特殊な業務に従事する職員に支給しています。行
財政改革により平成10年度から手当の廃止を進めて
きた結果、現在支給している手当は21種類となってい
ます。

《支給状況》
▶一般職 … 0種類 ▶消防職 … 2種類
▶教育職 … 8種類 ▶医療職 … 11種類

（4）時間外勤務手当
　時間外勤務手当は、正規の勤務時間を超えて勤務し
た職員に支給しています。業務の見直しなどにより手
当の抑制に努めています。

（5）管理職手当
　管理職手当は、管理または監督の地位にある部長職・
課長職に対し支給し、一般行政職の支給月額は、部長職
は31,200円、課長職は21,100円となっています。なお
管理職には、時間外勤務手当は支給していません。

（6）扶養手当
　扶養手当は民間の家族手当に相当する手当です。

区分
配偶者を扶養
している職員

配偶者の
いない職員

配偶者が扶養
親族となって
いない職員

配偶者 13,000円 ― ―
1人目の
扶養親族

6,500円 11,000円 6,500円

2人目以降の
扶養親族

6,500円

特定扶養加算
（1人につき）

5,000円

（7）住居手当・通勤手当
　住居手当は、居住するために借家を借り受けるか、持
ち家を新築または購入した職員に支給し、通勤手当は
通勤距離が片道2キロメートル以上の職員に支給して
います。
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区分 手当額（月額）

住居手当
借家

3,000円を超える家賃の額に応
じて支給（上限27,000円）

持ち家
5,200円（新築・購入後 5 年間は
6,700円）

通勤手当

バス
利用者

バスの定期券または回数券代相
当額（上限55,000円）

自家用車
利用者

通勤距離に応じて2,000円から
24,500円まで

（8）寒冷地手当
　民間の燃料手当に相当する寒冷地手当は、職員の世
帯区分と扶養親族の数に応じて支給しています。

区分 手当額
世帯主で扶養親族のいる職員 116,800円
世帯主で扶養親族のいない職員 65,300円
その他の職員 44,000円

7 勤務時間その他の勤務条件

（1）勤務時間
1週間の勤務時間 1日の勤務時間 休憩時間
38時間45分 7時間45分 45分

（2）年次有給休暇の取得状況
　年次有給休暇は1暦年ごとに20日とし、20日を超え
ない範囲の残日数を繰り越して取得できることとして
います。平成25年1月1日から12月31日までの医療職
を除く職員1人当たりの有給休暇取得日数は、平均で4
日となっています。

8 職員の処分

（1）分限処分
　分限処分制度とは、職員が病気などの理由によって
職務を十分に果たすことができない場合に、本人の意
に反し、降任や休職、免職を行う処分です。平成25年
度の分限処分は、休職者5人（心身の故障による長期休
養）となっています。

（2）懲戒処分
　懲戒処分制度とは、職員の義務違反に対する制裁と
して行う処分で、公務における規律と秩序を維持する
ことを目的としており、処分には、戒告、減給、停職、免
職の4種類があります。平成25年度の懲戒処分の件数
は7件で、戒告が3件、減給が4件となっています。

9 服　務

　地方公務員は、営利企業などに従事することが原則
として制限されていますが、任命権者が職務の遂行に
悪影響を及ぼさないと判断した場合は、許可できるこ
ととなっています。平成25年度の申請および許可は、
ありませんでした。

10 職員研修

　職員の能力と資質向上を図るため、次の職員研修な
どを平成25年度に実施しました。

実施研修・講習名 参加数（人）

新採用職員研修 12

一般実務研修 4

専門実務研修 21

能力開発研修 3

11 福　祉

　職員の健康を守るため次の健診を実施しました。

区分 内容

①定期健康診断 全職員を対象にし、労働安全衛生法
に基づき必要な健診を実施

【平成25年度受診者数】58人
（高校教員、市立病院職員は別途対応）

②総合健診
　（人間ドック）

疾病の早期発見や早期治療を目的と
して30歳以上（隔年実施）または40
歳以上の職員を対象に北海道市町村
職員共済組合と共同で健診を実施

【平成25年度受診者数】66人
（高校教員、市立病院職員は別途対応）

12 公平委員会

　公平委員会では、職員から勤務条件に関する措置の
要求や分限、懲戒などの処分を受けた場合の不服申し
立てがあった場合に、任命権者の人事権が適正に行使
されるよう助言や審査などを行うほか、人事管理に関
する苦情の相談を行っています。平成25年度について
は、事案がありませんでした。

13 特別職と議員の給与など （平成26年10月1日現在）

（1）給料・報酬月額

区分 給料月額 区分 報酬月額

市　長 830,000円 議　長 340,000円

副市長 675,000円 副議長 295,000円

教育長 575,000円 議　員 270,000円

（2）手当

区分 支給内容

期末手当 6月期1.90月　12月期2.05月　計3.95月

寒冷地手当
特別職には一般職に準じて支給
（議員には支給されません）

19 広報みかさ　2014.10
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